
将来像 目標 具体的な取り組み 指標（進捗状況報告事項） ※○印は数値で示す指標 

河
内
長
野
市
を
支
え
続
け
る
安
心
水
道 

安全 
安全で安心 

できる水道 

安全でおいしい水

の供給 

水質管理体制の 

強化 

・水質管理体制の確立と強化   水質管理体制の強化に関する実施状況 

・給水末端における水質保全 
○ 水質基準不適合率＝水質基準不適合回数/全検査回数×100（％） 

○ 鉛製給水管率＝鉛製給水管使用件数/給水件数×100（％） 

・水質基準改正への対応   水質基準の改正に伴う実施状況 

・小規模貯水槽の適正な維持管理の啓発を拡充   貯水槽管理者への啓発の実施状況 

・水安全計画の充実   水安全計画の見直し実施状況 

水道水源の保全 ・森林保護施策の継続   森林づくり基金を活用した事業の実施状況 

水道水源の安定化 ・企業団第2分岐の導入と浄水施設の統廃合 
  企業団第２分岐導入に関する施設整備事業の実施状況 

  浄水場の統廃合事業の実施状況 

強靭 

強靱で 

しなやかな 

水道 

災害対策の 

強化 
危機管理対策 

・災害用備蓄品の確保と適切な管理   主要な災害用備蓄品の備蓄・管理状況 

・事業継続計画（BCP）の充実   計画の見直しの実施状況 

・他事業体や住民との災害時の対応訓練の実施   災害時対応訓練の実施状況 

施設の 

更新・改良 

基幹水道施設の 

耐震化 
・浄配水施設などの基幹施設の耐震化 ○ 配水施設の耐震化率＝耐震対策の施された配水池有効容量/配水池等有効容量×100（％） 

管路の耐震化 

・重要給水施設管路の耐震化 
○ 重要給水施設配水管路の耐震管率＝(重要給水施設配水管路)耐震管延長/管路延長×100(％） 

○  〃 耐震適合率＝(重要給水施設配水管路)耐震適合管延長/管路延長×100(％） 

・管路更新・耐震化を計画的に実施 

○ 管路の耐震化率＝耐震管延長/管路延長×100（％） 

○ 管路の耐震適合率＝耐震適合管延長/管路延長×100（％） 

○ 管路の更新延長（ｍ） 

○ 管路の事故件数（給水管を除く） 

老朽化施設の更新 

・機械設備および電気設備の更新 
○ 法定耐用年数超過設備率＝法定耐用年数を越えている設備数/総設備数×100（％） 

○ 市基準年数超過設備率（％）＝市基準年数を越えている設備数/総設備数×100（％） 

・設備台帳の整備（システム化）   設備台帳システム整備の実施状況 

・設備修繕計画の見直し 
○ 設備に起因する事故件数（件/年） 

  設備修繕計画の見直し実施状況 

持続 

健全で 

効率的な 

事業を持続 

できる水道 

事業経営の 

健全化 

経営の健全化 

・ダウンサイジングの検討  

  管路・施設・設備の更新に併せたダウンサイジングの実施状況 

○ 有収率＝年間有収水量/年間配水量（％） 

○ 施設利用率＝一日平均配水量/施設能力×100（％） 

・目標耐用年数の長期化 法定耐用年数に対する実耐用年数の状況 

・経営戦略の策定・適宜見直し  

  進捗管理と評価の実施 

○ 経常収支比率＝経常収益/経常費用×100（％） 

○ 料金回収率＝供給単価/給水原価×100（％） 

・アセットマネジメントの実践  
  水道施設整備計画・財政計画の見直しに向けた検討状況 

  管路・施設・設備の更新に併せたダウンサイジングの実施状況 

・水道料金体系の見直し 

  水道料金体系の見直しに関する実施状況 

○ 供給単価（円/ｍ3） 

○ 給水原価（円/ｍ3） 

組織運営の充実 

・広域化の検討 

（大阪広域水道企業団への統合による広域化） 
  広域化の検討状況 

・業務に精通した職員の育成・技術継承 
○ 研修時間（時間/人）＝Σ研修時間/水道総職員数 

○ 技術職員率＝水道技術職員数/水道総職員数×100（％） 

・他都市等との人事交流の検討   他都市等との人事交流に関する実施状況 

・アウトソーシングの継続と拡充 

（包括的民間委託の充実） 

  包括的民間委託の実施状況 

○ 職員一人当たり配水量（ｍ3/人） 

お客さまサービス

の向上 

お客さまサービス

の充実 

・お客さまサービスの継続 

（漏水調査・給水管修繕等） 

○ 給水管の修繕件数（件） 

  お客さまサービスに関する取り組み内容 

・広報活動の充実 
  ホームページの更新頻度（1回/月） 

  広報活動に関する取り組み内容 

環境対策 
循環型社会への 

貢献 

・再生可能エネルギーの利用   再生可能エネルギーの利用に関する取り組み内容 

・設備の更新による省エネルギー化 
○ 配水量1m3当たりの電力消費量（kWh/ｍ3） 

  設備の更新・省エネルギー化に関する取り組み内容 
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具体的な取り組み 指標（進捗状況報告事項） H29 
目標値 

指標の選定理由 
H35 H40 

河
内
長
野
市
を
支
え
続
け
る
安
心
水
道 

水質管理体制の強化 ・給水末端における水質保全 

水質基準不適合率（％） 0 0 0 水質基準で定められている基準値が遵守されているか把握するため 

鉛製給水管率（％） 15.6 11.7 7.8 鉛製給水管取替の進捗状況を把握するため 

基幹水道施設の 

     耐震化 

・浄配水施設などの 

基幹施設の耐震化 
配水施設の耐震化率（％） 17.3 17.3 25.5 配水施設の耐震化の進捗状況把握するため 

管路の耐震化 

・重要給水施設管路の耐震化 

重要給水施設配水管路の 

耐震管率（％） 
27.9 50 62 重要給水施設配水管路の耐震化の進捗状況を把握するため 

重要給水施設配水管路の 

耐震適合率（％） 
49.1 72 84  〃  

・管路更新・耐震化を計画的に実施 

 

管路の耐震化率（％） 25.0 29 32 管路の耐震化の進捗状況を把握するため 

管路の耐震適合率（％） 48.7 53 55  〃  

管路の更新延長（ｍ） － 20,000 31,880 管路更新計画の進捗状況を把握するため 

管路の事故件数 

（給水管を除く） 
4 4 4 管路更新計画ならびに目標耐用年数の妥当性を判断するため 

老朽化施設の 

更新 

・機械設備および電気設備の更新 

法定耐用年数超過設備率（％） 63.9 74 77 機械・電気設備更新計画の進捗状況を把握するため 

市基準年数超過設備率（％） 43.0 56 62  〃  

・設備修繕計画の見直し 
設備に起因する事故件数 

（件/年） 
0 0 0 

機械・電気設備更新計画ならびに目標耐用年数の妥当性を 

判断するため 

経営の健全化 

・ダウンサイジングの検討 

有収率（％） 92.8 92.4 92.4 
漏水量や残留塩素濃度維持のための水の入れ替え作業水量の 

増減を把握するため 

施設利用率（％） 58.4 54.3 53.2 ダウンサイジングの実施状況やさらなる必要性を把握するため 

・経営戦略の策定・適宜見直し 

経常収支比率（％） 105.1 96.0 100.0 
水道料金等の収益で、維持管理費、減価償却費等の給水にかかる 

費用をどの程度賄えているかを把握するため 

料金回収率（％） 97.5 85.5 100.0 
維持管理費、減価償却費等の給水にかかる費用が水道料金で 

賄えているか把握するため 

・水道料金体系の見直し 

供給単価（円/ｍ3） 161.6 156.2 197.1 
有収水量1m3当たりの料金収入であり、水道料金の水準を把握し、

その妥当性を判断するため 

給水原価（円/ｍ3） 165.7 182.6 197.1 
有収水量1m3当たりの維持管理費、減価償却費等の給水にかかる 

費用を把握し、その妥当性を判断するため 

組織運営の充実 

・業務に精通した職員の 

育成・技術継承 

研修時間（時間/人） 9 10 12 職員の育成・技術継承の実施状況を把握するため 

技術職員率（％） 50.0 55.0 60.0 
施設・管路の更新・耐震化やダウンサイジングにかかる専門職員の

配置状況を把握するため 

・アウトソーシングの継続と拡充 

（包括的民間委託の充実） 

職員一人当たり配水量 

（ｍ3/人） 
549,000 633,000 630,000 

職員の負担の推移を把握し、アウトソーシング拡充の検討を 

すすめるため 

お客さまサービスの

充実 

・お客さまサービスの継続 

（漏水調査・給水管修繕等） 
給水管の修繕件数（件） 206 200 200 

給水管修繕業務が漏水調査業務との連携により適切に実施され、 

漏水量の低減に寄与しているか判断するため 

循環型社会への貢献 ・設備の更新による省エネルギー化 
配水量1m3当たりの電力消費量 

（kWh/ｍ3） 
0.40 0.38 0.35 省エネルギー化の実施状況を把握するため 

 上下水道事業の各指標の目標値について（案）【水道事業】  資料6 2/4 



将来像 目標 具体的な取り組み 指標（進捗状況報告事項） ※○印は数値で示す指標 

河
内
長
野
市
を
支
え
続
け
る
安
心
下
水
道 

快適な 

生活環境 

快適な生活環

境を提供する

下水道 

汚水処理 

整備率の向上 

    ○ 

汚水処理人口普及率 

 ＝下水道整備済区域内人口及び下水道整備済区域外の合併浄化槽整備対象人口 

  /行政区域内人口×100（％） 

      汚水処理手法の見直しに向けた検討状況 

汚水管きょ 

の整備 
・下水道未普及地域での整備を促進 ○ 下水道人口普及率＝下水道整備済人口/行政区域内人口×100（％） 

浄化槽の整備 ・公設浄化槽の整備を促進 ○ 

民間設置型合併浄化槽を含めた水洗化率 

 ＝個別処理を推進する区域の公設および民間設置型合併浄化槽整備人口 

   /個別処理を推進する区域の行政区域内人口×100（％） 

安全・安心 
安全で安心な

下水道 

施設の 

更新・改良 

施設の 

改築更新 

    ストックマネジメント計画の見直しに向けた検討状況 

・老朽化管路（雨水・汚水）の 

改築・更新を計画的に実施 

○ 管路改築・更新延長（ｍ） 

○ 本管破損による道路陥没発生箇所数（箇所/年） 

○ 取付管破損による道路陥没発生箇所数（箇所/年） 

・機械設備および電気設備の 

改築・更新を計画的に実施  

○ 滝畑浄化センターにおける処理水質未達成回数（回/年） 

○ ポンプ施設の故障に起因する汚水溢水回数（回/年） 

管路の耐震化 ・管路改築更新（汚水・雨水）に併せた耐震化 ○ 管路耐震化率＝耐震化管路延長/下水道布設延長×100（％） 

災害対策の 

強化 

浸水対策 
・内水ハザードマップの作成と活用   浸水の恐れのある区域における施設点検 

・既存施設を活用した雨水管路の整備 ○ 浸水・道路冠水の発生件数（件/年） 

危機管理対策 

・事業継続計画（BCP)の充実   計画の見直しの実施状況 

・災害時における復旧支援協力に関する 

                協定締結 
  協定締結状況 

・他事業体や住民との災害時の対応訓練の実施   災害時対応訓練の実施状況 

安定・ 

経営基盤の 

強化 

健全で効率的

な事業を持続

できる下水道 

事業運営の 

健全化 

経営健全化 

・未水洗家屋の解消 ○ 水洗化率＝下水道接続人口/下水道処理区域内人口×100（％） 

・経営戦略の策定・適宜見直し 

  進捗管理と評価の実施 

○ 経常収支比率＝経常収益/経常費用×100（％） 

○ 経費回収率＝下水道使用料/汚水処理費（公費負担分除く）×100（％） 

・アセットマネジメントの実践   ストックマネジメント計画・財政計画の見直しに向けた検討状況 

・下水道使用料体系の見直し 

  下水道使用料体系の見直しに関する検討状況 

○ 使用料単価（円/ｍ3） 

○ 汚水処理原価（円/ｍ3） 

・不明水対策による不明水量の低減  
○ 管路調査対象延長（㎞） 

○ 排水設備雨水誤接続調査件数（件） 

組織運営 

の充実 

・業務に精通した職員の育成・技術継承  
○ 研修時間（時間/人・年） 

○ 技術職員率＝下水道技術職員数/下水道総職員数×100（％） 

・他都市等との人事交流の検討   他都市等との人事交流に関する実施状況 

・広域化の検討   広域化の検討状況 

・アウトソーシングの継続と拡充 

（包括的民間委託の充実）  

  包括的民間委託に関する取り組み状況 

○ 職員一人当り処理区域人口（人） 

お客様サービス 

の向上 

お客様サービス

の向上 

・水洗便所改造工事資金援助制度の継続 ○ 援助制度等利用件数 

・排水設備雨水誤接続に係る支援制度の検討   支援制度の検討状況 

・広報活動の充実  
  ホームページの更新頻度（1回/月） 

  広報活動に関する取り組み内容 

環境対策 
循環型社会 

への貢献 

・再生可能エネルギーの利用   再生可能エネルギーの利用に関する取り組み内容 

・設備の更新による省エネルギー化  
○ 有収水量当たりの電力消費量（kWh/m3） 

  設備の更新・省エネルギー化に関する取り組み内容 

 上下水道事業の施策と指標について（案）【下水道事業】 2018.10.15懇談会使用（市修正）版 
 資料6 3/4 



具体的な取り組み 指標（進捗状況報告事項） H29 
目標値 

指標の選定理由 
H35 H40 

河
内
長
野
市
を
支
え
続
け
る
安
心
下
水
道 

 汚水処理整備率の向上 汚水処理人口普及率（％） 96.0 98.0 99.9 汚水処理整備の促進状況を把握するため 

汚水管きょの整備 ・下水道未普及地域での整備を促進 下水道人口普及率（％） 92.8 95.9 96.7 下水道整備の進捗状況を把握するため 

浄化槽の整備 ・公設浄化槽の整備を促進 
民間設置型合併浄化槽を含めた

水洗化率 （％） 
58.6 77.8 97.1 下水道計画区域外の浄化槽整備の進捗状況を把握するため 

施設の 

改築更新 

・老朽化管路（雨水・汚水）の 

改築・更新を計画的に実施 

管路改築・更新延長（ｍ） 6,531 17,531 27,531 管路の改築・更新の進捗状況を把握するため 

本管破損による道路陥没発生箇

所数（箇所/年） 
0 0 0 管路の改築・更新計画の妥当性を判断するため 

取付管破損による道路陥没発生

箇所数（箇所/年） 
2 2 2 管路の改築・更新計画の妥当性を判断するため 

・機械設備および電気設備の 

改築・更新を計画的に実施 

滝畑浄化センターにおける処理

水質未達成回数（回/年） 
0 0 0 

滝畑浄化センターにおける機械設備および電気設備の 
改築・更新計画の妥当性を判断するため 

ポンプ施設の故障に起因する汚

水溢水回数（回/年） 
0 0 0 ポンプ施設の改築・更新計画の妥当性を判断するため 

管路の耐震化 
・管路改築更新（汚水・雨水）に 

併せた耐震化 
管路耐震化率（％） 23.8 30.4 37.4 管路耐震化の進捗状況を把握するため 

浸水対策 ・既存施設を活用した雨水管路の整備 
浸水・道路冠水の発生件数（件/

年） 
0 0 0 

既設雨水管路の規模の妥当性を判断し、雨水管路新設事業に 
反映するため 

経営健全化 

・未水洗家屋の解消 水洗化率（％） 96.2 97.5 98.5 下水道区域内の接続状況を把握するため 

・経営戦略の策定・適宜見直し 

経常収支比率（％） 98.6 106.0 109.5 
使用料収入や一般会計からの繰入金等の収益で、維持管理費や 
支払利息等の費用をどの程度賄えているかを把握するため 

経費回収率（％） 92.4 110.1 117.3 
維持管理費、支払利息及び減価償却費を、どの程度使用料で 
賄えているかを把握するため 

・下水道使用料体系の見直し 

使用料単価（円/ｍ3） 125.7 150.0 168.0 
有収水量1m3当たりの使用料収入であり、使用料の水準を把握し、
その妥当性を判断するため 

汚水処理原価（円/ｍ3） 136.1 136.2 143.2 
有収水量1m3当たりの汚水処理に要した費用を把握し、 
その妥当性を判断するため 

・不明水対策による不明水量の低減  

管路調査対象延長（㎞） 76 97 156 管路の維持管理状況を把握するため 

排水設備雨水誤接続調査件数

（件） 
268 320 320 不明水量低減実施策の実施状況を把握するため 

組織運営 

の充実 

・業務に精通した職員の 

育成・技術継承 

研修時間（時間/人・年） 7 9 12 

職員の育成・技術継承の実施状況を把握するため 

技術職員率（％） 50.0 55.0 60.0 

・アウトソーシングの継続と拡充 

（包括的民間委託の充実）  

職員一人当り処理区域人口

（人） 
4,900 5,300 5,600 

職員の負担の推移を把握し、アウトソーシング拡充の検討を 
すすめるため 

お客様サービスの 

向上 

・水洗便所改造工事資金援助制度の 

継続 
援助制度等利用件数 91 90 0 水洗便所改造工事資金援助制度の利用状況を把握するため 

循環型社会への 

貢献 
・設備の更新による省エネルギー化  

有収水量当たりの電力消費量

（kWh/m3） 
0.05 0.05 0.05 省エネルギー化の実施状況を把握するため 
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